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地域移転会計序説
Towards ａ Regional Transfer Accounting

【要　旨】
　地方分権に向けての道州制や人口減少・高齢社会での地域間経済力格差の拡大が懸念されるなかで、
地域間財政調整は重要課題である。現在の財政調整は、理由の如何を問わず経済厚生格差の存在そのも
のを根拠とする「社会保障的根拠」に依っているが、それに加えて、地域間の「移転」の補償を根拠と
する「移転補償的根拠」に基づく地域間財政調整が重要である。ただし、「移転補償的根拠」を説得的に
示すためには、地域間移転関係を含む「地域間会計」の概念が重要となる。しかしながら、地域間会計
は言うは易いが困難も多い。そこで、いずれは地域間会計に発展させる可能性を視野に入れながら、そ
の準備として、まず地域相互間の取引を含まない「地域会計」を作成することを目指す。
　以上のような考え方を背景にもちつつ、本稿の目的は、地域会計の １ つのタイプについて、その中で、
経済主体間の移転関係を陽表的に表す地域移転会計を作成し、いくつかの地域について移転会計から見
た地域特性を示すことである。これは極めて簡単なプロトタイプであるが、発展の可能性をもつアプロー
チである。
【キーワード】地域会計、地域移転会計、県民勘定行列、所得移転、地域間財政調整

　本稿は、平成23年度～25年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金（基盤研究（C））、研究課題
名：地域間財政調整と「地域会計」に関する研究、課題番号：23530283）による研究成果の一部である。

（論　文）

吉　　村 　　　弘†

1 ．はじめに

　現在、日本は、地方分権に向けて道州制など地
域再編が進められているが、その過程において、
人口減少・高齢社会での地域間経済力格差の拡大
が懸念され、地域間財政調整は今後も避けて通れ
ない重要課題である。しかしながら、従来の財政
調整は、地方交付税のように理由の如何を問わず
経済厚生格差の存在そのものを根拠とする「社会
保障的根拠」に依っている。筆者は、それに加え
て、地域間の「移転」の補償を根拠とする「移転
補償的根拠」に基づく地域間財政調整が重要と考
える１）。そこで、地域間財政調整の新たな根拠と
しての「移転補償的根拠」を説得的に示すために、

地域間移転関係を含む「地域間会計」の概念が重
要となる。しかしながら、地域間の移転関係を包
括的に含む地域間会計は言うは易いが困難も多
い。そこで、いずれは地域間会計に発展させる可
能性を視野に入れながら、その準備として、まず

「地域会計」を作成することが考えられる。ここに、
地域会計は、地域内の移転を含む取引を主として
扱うものであり、地域外との移転関係を含む取引
も扱うけれども、他地域を一括して取り扱い、地
域相互間の取引を含まない簡略な方法である。
　以上のような考え方を背景にもちつつ、本稿は、
地域会計の １ つのタイプについて、その中で、経
済主体間の移転関係を陽表的に表す地域移転会計
を作成し、いくつかの地域について移転会計から
見た地域特性を示そうとするものである。ここで、
地域会計の １ つのタイプとして、兵庫県の作成し
た「県民勘定行列」を採用し、地域として山口県、
広島県、兵庫県の ３ 県を、また、年度として平成

† 山口大学名誉教授・北九州市立大学名誉教授
注 １ ）詳しくは末尾の拙稿論文（とくに［ １ ］）を参

照されたい。実際、後に本稿で示すように、「移転」
の経済に占めるウェートは大きい。
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13年度、17年度、22年度を扱う。
　以下では、はじめに地域会計行列を説明し、そ
の次に地域移転の分析を行う。ただし、本稿の主
眼は、上述のように、地域会計行列そのものでは
なく、地域の移転関係の把握にあるので、地域会
計行列そのものの説明は限定されたものにとど
め、それから派生する地域移転会計をより詳しく
分析する。

2 ．地域会計行列とその構造

　 ま ず、 地 域 会 計 行 列（Regional Accounting 
Matrix、RAM）の大要を説明する２）。地域会計は、
一定期間（ １ 年）の地域の経済的な取引を、その
産出（生産）から、所得（付加価値）の発生、分
配、処分（使用）を経て、蓄積にいたる全活動過
程について、経済主体間の経済循環として把握し
記述する。
　対象地域は、都道府県に限るものではないが、
本稿では都道府県を単位としている。それは、地
域の経済活動は、現在日本では、主として都道府
県を単位とする県民経済計算（国民経済財計算Ｓ
ＮＡの都道府県版）として示されているからであ
る。対象期間も限定されないが、本稿では平成22
年度を中心とする最近年度に限られる。
　次に、地域会計行列の構造について説明する。
　地域会計行列は、山口県平成22年度について例
示すると付表のようである。この表のように、本稿
では、行（横）42行、列（縦）42列の42×42の正
方行列である。この付表の地域会計行列も、直ぐ
後に示すその簡略表も、地域会計行列はすべて正
方行列であると共に、それぞれの行の行和とその
対応する列の列和は常に等しいように作成される。
　この正方行列において、経済活動は左上から右

下へ到る流れとして表され、この循環活動の流れ
は、勘定として記述されるが、それは、表 １ に示
すように、大別すれば経常勘定、蓄積勘定、県外
勘定の ３ 大勘定項目に分けられる。その ３ 大勘定
は、更に大勘定項目に分割されて、生産、生産に
基づく所得発生、その所得の分配（第 １ 次所得分
配、第 2 次所得分配）、分配された所得の処分＝
使用（消費、貯蓄）を経て、蓄積へと到る 5 段階

（生産、所得発生、分配、使用、蓄積）として表
される。ここでは、分配はさらに第 １ 次分配と第
2 次分配の 2 つに分けられ、貯蓄として使用され
た蓄積は来期へと接続される。さらに、大勘定項
目は中勘定項目、小勘定項目に分けられる。なお、
表 １ には、それぞれの勘定項目の含意を簡単に付
記しておいた。
　それらの勘定は付表（平成22年度山口県会計行
列）に示されているが、ここでは小項目まで示さ
れているので詳しいけれども煩雑である。そこで、
勘定表の意味を理解するために、この過程を、大
勘定項目までの簡略行列として示したのが表 2 で
あり、これには、付表より算出した平成22年度山
口県の数値が示されている。さらに、この過程を
一般的なフロー図として示したものが図 １ であ
る。この表 2 のセル及び図 １ では、貨幣あるいは
財サービスは、左上から右下へと、生産、所得発
生、分配、使用、蓄積として流れる。フロー図に
は貨幣の流れが矢印で示されているが、反対給付
がある一般の取引では、反対給付の流れは、この
矢印の反対方向であり、反対給付を伴わない「移
転」では反対方向の矢印はない。
　この表 2 のセル及び図 １ の四角には、活動項目
が勘定項目（Ａ～Ｙ）として付記されている。そ
の勘定項目（Ａ～Ｙ）の間には、次のような関係
式が成立する。なお、以下の（ １ ）～（ 9 ）式は、
左上から右下への循環の流れの順に沿って示され
ている。
（ １ ）　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝Ｄ＋Ｆ＋Ｑ＋Ｕ
（ 2 ）　Ａ＝Ｄ＋Ｅ
（ ３ ）　Ｅ＋Ｒ＋Ｖ＝Ｇ
（ 4 ）　Ｇ＋Ｈ－Ｉ＝Ｊ
（ 5 ）　Ｉ＋Ｗ＝Ｈ
（ 6 ）　Ｊ＋Ｋ－Ｌ＝Ｍ
（ 7 ）　Ｌ＋Ｘ＝Ｋ
（ 8 ）　Ｍ＝Ｎ＋Ｏ

注 2 ）兵庫県では「県民勘定行列（National Accounting 
Matrix、ＮＡＭ）」とされているが、本稿では、一
般性のある「地域会計行列（Regional Accounting 
Matrix）、ＲＡＭ」という用語を採用する。ただし、
本稿では、この先行研究に倣って「県民勘定行列

（National Accounting Matrix）」及びＮＡＭという
用語を用いる場合もあるが、ＮＡＭもＲＡＭも同
じ意味で用いることとする。兵庫県の新しい優れ
た試みは先駆的であり、多くの点で参考とさせて
いただいた。記して謝意を申し上げたい。もとより、
あり得べき誤りはすべて筆者の責任である。
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（ 9 ）　Ｏ＋Ｐ（＝Ｙ）＝Ｒ＋Ｓ（＝Ｑ）＋Ｔ
　上記の（ １ ）式は、財サービスの需給関係を表
す。左辺（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）は財サービスの供給であ
り、矢印はその代金支払を示す。右辺（Ｄ＋Ｆ＋
Ｑ＋Ｕ）は財サービスの需要であり、矢印はその
代金支払いを示す貨幣の流れである。財サービス
はこの矢印の反対方向に流れる。
　（ 2 ）式は、左辺（Ａ）の産出のために中間財（Ｄ）
と生産要素（Ｅ）が投入され、矢印はその投入の
代金支払の流れを示す。
　（ ３ ）式では、左辺（Ｅ＋Ｒ＋Ｖ）は県内総生産
＝総付加価値（Ｅ）に含まれている固定資本減耗

（Ｒ）を除いて純付加価値を求めるために、マイナ
スの固定資本減耗（Ｒ）を加えて県内純付加価値

（Ｅ＋Ｒ）を求め、さらに県外からの純雇用者所得
（Ｖ）を加えて、結果として、右辺の県民純付加価
値（Ｇ）となる。矢印はその際の貨幣の流れを示す。
　（ 4 ）式は所得の第 １ 次分配を示す。すなわち、
左辺は、県民純付加価値（Ｇ）に県民財産所得（Ｈ）
を加えて、それから県内財産所得としての支払

（Ｉ）を差し引くと、右辺の県民純所得（第 １ 次
分配所得）（Ｊ）となる。
　（ 5 ）式は、右辺の県民財産所得（Ｈ）が県内
の財産所得（Ｉ）と県外からの純財産所得（W）
の合計（左辺）であることを表す。
　（ 6 ）式の左辺は、県民純所得（Ｊ）とその他
の経常移転純受取（＝その受取（Ｋ）－その支払

（Ｌ））の合計であり、それが、右辺の県民可処分
所得（Ｍ）となることを示す。
　（ 7 ）式は、右辺のその他の経常移転受取（Ｋ）
は、その他の経常移転支払（Ｌ）に県外からのそ
の他の経常移転（純）（Ｘ）を加えたものである
ことを示している。
　（ 8 ）式は、可処分所得（Ｍ）は最終消費支出（Ｎ）
として使われて、残りが純貯蓄（Ｏ）となること
を示す。
　（ 9 ）式は、純貯蓄（Ｏ）と県外からの純資本
移転（Ｐ＝Ｙ）の合計（左辺）が、固定資本減耗

（Ｒ）と県内総資本形成（Ｓ＝Ｑ）として使われ、
残りが貯蓄投資差額（Ｔ）となることを示す。
　ここで注意すべきは、この流れは所得だけでな
く、中間財を含む取引（その需要と供給）を含む
ことである。その意味で、地域会計行列は、産業
連関表と所得循環を接合したものであるが、産業

連関表に示される産業内の詳しい取引を扱うこと
は（可能であるが）、ここではなされていない。
同様に、所得循環は、所得分配や消費支出など、
いずれの項目についても本表よりも更に詳しく記
述できるが、ここでは、そこまで詳しくは記述さ
れていない。
　また、循環する活動と循環しない活動がある点
にも注意が必要である。地域会計は経済循環を記
述するものであるが、（地域間会計ではなく）地
域会計であるので、県外との取引（移転を含む）
は循環しないで、移入、県外からの移転、あるい
は、移出、県外への移転として、一方的に流れる
だけで、循環しない。循環しない活動としては、
この他に、貯蓄投資差額と統計上の不突合の 2 つ
あるが、前者は、対象期間が １ 期（ １ 年）に限ら
れているからである。それ以外の項目はすべて行
列内で循環している。もとより、ここで示されて
いる流れがすべてであり、これから外れて流れる
フローはない。そのことは、行列において、対応
する行及び列について行和と列和が等しく、した
がって行和の合計と列和の合計が等しいことから
も分かる。

3 ．地域移転会計行列とその構造

　上述のように、本稿の主眼点は地域移転関係を
把握することであるので、全般的な地域会計行列
についての解説はここまでとして、それを前提と
して，以下では地域移転会計について説明及び分
析を行う。
　 地 域 移 転 会 計 行 列（Regional Transfer 
Accounting Matrix、ＲＴＡＭ）は、図 １ のフロー
図に併記したように、地域会計行列の一部を取り
出して補正を加えたものであり、その １ 例を表 ３
－ １ に示す。これは、付表の平成22年度山口県地
域会計行列の地域移転会計版であり、より詳しく
は、次のようである。まず、表 2 に示すように、
地域会計行列のうち、所得の第 2 次分配勘定の 2
ブロック、すなわち、県内制度部門の「その他の
経常移転受取（Ｋ）」及び、県内制度部門からの「そ
の他の経常移転支払（Ｌ）」を取り出す。この 2
ブロックが地域移転会計行列の中核である。次に、
いま取り出した中核 2 ブロック（Ｋ、Ｌ）に、表
３ － １ に見られるように、Ｋ＊とＬ＊の 2 つのブ
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ロック（副次 2 ブロック）を追加する。すなわち、
「Ｋ＊＝その他の経常移転受取（純）（Ｋ－Ｌ）＝
県外からのその他の経常移転（純）（Ｘ）」、及び、

「Ｌ＊＝県内制度部門の第 １ 次県民所得受取（Ｊ）」
の 2 つのブロックを補う。かくして、はじめの中
核 2 ブロック（ＫとＬ）に追加した副次 2 ブロッ
ク（Ｋ＊＝Ｋ－Ｌ，Ｌ＊＝Ｊ）を加えた 4 ブロッ
クで構成される行列が地域移転会計行列である。
　　地域移転会計行列ＲＴＡＭ
　　＝中核 2 ブロック（（Ｋ、Ｌ）＋副次 2 ブロッ
ク（Ｋ＊、Ｌ＊（＝Ｊ））
　この地域移転会計行列の性質は、上記の地域会
計行列の（ 6 ）式に表されている。すなわち、
　　（ 6 ）　Ｊ＋Ｋ－Ｌ＝Ｍ
であり、かつ、
　　Ｋ＊＝Ｋ－Ｌ、　　Ｌ＊＝Ｊ
であるから、
　　Ｋ＊＋Ｌ＊＝Ｍ
である。
　これより、地域移転会計行列は、第 １ 次県民分
配所得Ｊと県外からのその他の経常移転（純）Ｘ
の合計（Ｊ＋Ｘ）に対して、県内の 5 制度部門（非
金融法人企業、金融機関、一般政府、対家計民間
非営利団体、家計（個人企業を含む））の間での
再分配（所得の第 2 次分配）を経て、県民可処分
所得Ｍを得る過程を行列形式で表すものであるこ
とが分かる。
　なお、表 ３ － １ の地域移転会計行列には、地域
移転会計行列そのもの（Ｋ、Ｌ、Ｋ＊、Ｌ＊）の
他に、併記されているブロックがある。すなわち、
図 １ のフロー図及び表 2 の簡略表から分かるよう
に、併記されているのは、地域移転会計行列と直
接に関連している 4 ブロック、及び、それら直接
に関連している 4 ブロックを通じて地域移転会計
行列と関連している国民経済計算（ＳＮＡ）の 8
ブロック、計12ブロックである。
　直接関連 4 ブロック＝県民可処分所得Ｍ，県民
純発生所得（県民純付加価値）Ｇ、県民財産所得

（受取Ｈ、支払Ｉ）、
　間接関連 8 ブロック＝固定資本減耗Ｒ、県外か
らの雇用者所得Ｖ、県外からの財産所得Ｗ、最終
消費支出Ｎ、純貯蓄Ｏ、県外からの純資本移転Ｐ（＝
Ｙ）、県内総資本形成Ｓ（＝Ｑ）、貯蓄投資差額Ｔ
　これらのブロックが地域移転会計行列に併記さ

れているのは、それらが、次節で見るように、地
域移転会計行列に基づく移転関係から見た地域特
性の分析に援用されるからである。

4 ．地域移転会計行列から見た地域の
　　移転関係特性

4－ 1　平成22年度地域移転会計行列
　上述のような地域移転会計行列は移転関係から
見た地域特性の把握に種々活用できるが、以下で
はその典型的な １ 例を示す。
　表 ３ － 2 は、平成22年度の山口県における制度
部門別の地域移転関係指標であり、この表の左半
分は表 ３ － １ より直接にインプットされたもので
あり、右半分はそのインプットされた指標より導
出される。
　まず、この表の左半分を見ると、所得の発生（県
民純付加価値受取Ｇ）や第 １ 次所得分配Ｊにおい
ては家計と非金融法人企業が大きなウェートを占
めること、しかし、第 2 次所得分配Ｋでは、一般
政府と家計のウェートが大きくなり、その結果、
県民可処分所得Ｍとしては家計が全体の60.4％、
それに一般政府を加えると80.2％にも達するこ
と、が分かる。すなわち、移転関係としては、生
産で得られた所得が企業とくに非金融法人企業か
ら主として一般政府へ流れることが大きな特徴で
あることが分かる。
　県外との関係では、県外からのその他の経常移
転（純）Ｋ＊＝Ｘ＝Ｋ－Ｌは全体としてプラスで
あり、県外から入る方が多く、その多くは一般政
府に流れている。逆に、非金融法人企業と金融機
関では県外からのその他の経常移転は支払の方が
多い。また、県外からのその他の経常移転Ｋ＊の
可処分所得Ｍに占める割合は14.2％程度である。
なお、付表の地域会計行列によると、産出に対す
る県外からの移入の比率は141.6％であるので、
産出関係に比べて、所得の移転関係では県外の占
めるウェートが大幅に低下することが分かる。
　次に、表 ３ - 2 の右半分によれば、その他の経
常移転の受取に対する支払の比率Ｌ／Ｋは企業部
門で高く、一般政府や対家計民間非営利部門、家
計部門で低いので、その他の経常移転は、企業部
門からその他の部門へ流れることが分かる。また、
すぐ前で見たのと同様に、その他の経常移転のう
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ち県外からの割合Ｋ＊／Ｋは全体としてはプラス
で、16.3％であるが、企業部門ではマイナスであ
ることが分かる。第 １ 次純所得受取に対する第 2
次分配受取の比率Ｋ／Ｊは、一般政府と対家計民
間非営利団体が高いが、とくに一般政府のウェー
トが大きいので、一般政府が重要であり、第 １ 次
所得分配から第 2 次所得分配への流れは、企業と
家計から一般政府への流れであるとみることが出
来る。県民第 １ 次純所得受取に対する県民可処分
所得の比率Ｍ／Ｊは、企業部門で低く、一般政府
で高いので、所得の再分配（第 2 次所得分配）は
全体としては企業部門から一般政府への移転とい
う性質が強いことが分かる。この点では、家計は
Ｍ／Ｊ＝1.06であるので、家計への影響は小さい
と言える。
　また、「移転」は経済の中で大きなウェートを
占める。ちなみに「移転」の重要な指標である「そ
の他の経営移転受取K」（所得・富等に課せられ
る経常税、社会負担、現物社会移転以外の社会給
付など）の可処分所得Mに占める割合は、平成22
年度山口県移転会計では85.8％にも達する。
　県外との関係では、県外からのその他の経常移
転（純）はプラスであるので、全部門合計として
は、Ｋ／Ｊ、Ｋ／Ｇ、Ｍ／Ｋ、Ｍ／Ｇ、Ｍ／Ｊな
どはすべて1.0を超えている。
　以上は、平成22年度の山口県の地域移転会計行
列であるが、同様の行列を広島県と兵庫県につい
て示したのが、広島県の表 4 －１ 、表 4 －2 、兵
庫県の表 5 －１ 、表 5 －2 である。（もとより、広
島県及び兵庫県のこれらの表を作成するためには、
その本となる地域会計行列が必要であるが、それ
は、ここでは割愛する。）これらについても、山口
県と同様の分析が可能であるが、ここでは割愛し
て、以下において、 ３ 県を比較する形で分析する。

4 － 2 　地域移転会計行列に基づく
　　　　所得移転関係の県間比較
　上述の、山口県、広島県、兵庫県についての地
域移転会計行列（表 ３ － １ 、表 4 － １ 、表 5 － １ ）
及びその指標（表 ３ － 2 、表 4 － 2 、表 5 － 2 ）
より、その県間比較表（表 6 － １ 、表 6 － 2 、表
6 － ３ ）が得られる。ただし、ここでは、県間比
較表は、各県の値（表 ３ － 2 、表 4 － 2 、表 5 －
2 のうちの小計）であって、その制度部門別数値

は入っていない。したがって、この県間比較では
県を全体として把握するときの県間比較であり、
各制度部門別の県間比較は割愛されている。
　上述の県間比較表を図示したのが図 2 － １ 、図
2 － 2 、図 2 － ３ である。
　まず、図 2 － １ の折れ線グラフよれば、地域移
転会計行列の指標比率については、いくつかの点
で ３ 県間に違いがあることが分かる。山口県はＫ
／Ｊ、Ｋ／Ｇの比率が高く、逆にＪ／Ｇ、Ｌ／Ｋ、
Ｍ／Ｋ、Ｍ／Ｇ、Ｍ／Ｊの比率が低く、Ｋ＊／Ｋ
は中位である。広島県は、Ｌ／ＫとＭ／Ｋは高い
が、Ｋ／Ｊ、Ｋ／Ｇ、Ｋ＊／Ｋ、は低く、Ｊ／Ｑ、
Ｍ／Ｇ、Ｍ／Ｊは中位である。兵庫県はＪ／Ｑ、
Ｋ＊／Ｋ、Ｍ／Ｇ、Ｍ／Ｊが高く、低位はなくて、
他は中位である。
　次に、 １ 人当たり地域移転会計行列指標につい
ては、図 2 －2 のように、山口県は、Ｈ／ＰとＩ／
Ｐが低いほかは、すべて高位である。広島県は、
Ｉ／Ｐだけが高位であり、Ｋ／Ｐ、Ｍ／Ｐが低位で
あり、他は中位である。兵庫は、Ｈ／Ｐだけが高位、
Ｇ／Ｐ、Ｊ／Ｐが低位で、その他は中位である。
　最期に、県内総生産当たり地域移転会計行列指
標については、図 2 - ３ のように山口県はＫ／Ｄ
とＬ／Ｄが高位で、Ｇ／Ｄ、Ｈ／Ｄ、Ｉ／Ｄ、Ｊ
／Ｄは低位、その他は中位である。広島県は、Ｉ
／Ｄだけが高位、Ｋ／Ｄ、Ｌ／Ｄ、Ｋ＊／Ｄ、Ｍ
／Ｄは低位、他は中位である。兵庫県は、Ｇ／Ｄ、
Ｈ／Ｄ、Ｊ／Ｄ、Ｋ＊／Ｄ、Ｍ／Ｄが高位、他は
地位であり、低位はない。

5 ．地域移転会計行列から見た山口県の地
　　域移転特性の変化

　地域移転会計行列の年度変化を比較することに
よって、同じ地域について、その地域の移転特性
の変化を見ることが出来る。以下では、山口県に
ついて，平成13年度、平成17年度、平成22年度の
３ 年間における移転特性の変化をみる。なお、 5
年ごとの変化を見るのが適当であるので、平成13
年度ではなく平成12年度が望ましいが、平成13年
度のデータを用いる理由は、同じ基準で比較可能
な形で遡及データが公表されているのは平成13年
度までであり、平成12年度のデータは入手出来な
いためである。
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　さて、平成13年度及び平成17年度の山口県の地
域移転会計行列を作成するには、上述の平成22年
度についてと同様に、それぞれの年度の地域会計
行列が必要であるが、それらは割愛し、それら地
域会計行列から作成される地域移転会計行列のみ
示すこととする。その結果としての平成13年度及
び平成17年度の山口県地域移転会計行列がそれぞ
れ表 7 － １ 及び表 8 － １ である。また、これらの
山口県地域移転会計行列より作成された平成13年
度及び平成17年度の山口県地域移転指標が表 7 －
2 及び表 8 － 2 である。
　上述の平成22年度についてと同様に、平成13年
度及び平成17年度についても、これら山口県の地
域移転会計行列及び地域移転指標を用いて、山口
県の非金融法人企業、金融機関、一般政府、対家
計民間非営利団体、家計（個人企業を含む）など
の制度部門別にそれぞれの年度の移転特性や移転
特性の年度による変化を追うことができる。しか
し、以下では、これらの詳しい分析は割愛して、
山口県全体としての移転特性の年度変化について
分析する。
　まず、山口県の地域移転指標の経年変化を平成
13年度、平成17年度、平成22年度について示した
のが表 9 － １ 、表 9 － 2 ，表 9 － ３ であり、その
図を図 ３ － １ 、図 ３ － 2 、図 ３ － ３ に示す。これ
らの表は上述の表 7 － 2 と表 8 － 2 から得られ
る。まず、このうち表 9 － １ に基づいて、地域移
転指標そのものの変化を見る。表 9 － １ と図 ３ －
１ によると、第 １ 次所得分配の変化は次のようで
ある。県民純付加価値受取Ｇは、平成13年度から
17年度にかけては増加したものの、その後平成22
年度まで減少している。県民財産所得受取Ｈは一
様に減少している。県民財産所得支払も大きく減
少している。したがって、県民第 １ 次純所得受取
はかなり大きく一様に減少している。
　第 2 次所得分配の変化は、「その他の経常移転
受取」Ｋは、平成13年度から17年度にかけて減少
し、その後平成22年度にはやや持ち直しているが、
その支払Ｌは一様に減少している。その結果、そ
の差額である純受取は、平成13年度から17年度に
かけて減少し、その後22年度にかけ増加している。
その結果、可処分所得Ｍは、平成13年度から17年
ぢかけて増加したものの、平成22年度には減少し
ている。なお、「その他の経常移転」の受取から

支払を差し引いた「その他の経常移転（純）」は
県外からの「その他の経常移転（純）」に等しい。
すなわち、県内の制度分部門間では、第 2 次分配
によって再分配が行われるが、県全体としてはそ
れらは互いに相殺されて「その他の経常移転」の
変化は起こらず、「その他の経常移転」の変化は
県外からの「その他の経常移転」の変化に等しい。
したがって、県外からの「その他の経常移転（純）」
の変化がよほど大きくない限り、第 2 次所得分配
の県全体の変化が第 １ 次所得分配の結果を変更さ
せる事態は生じない。上で見たように、平成13年
度・17年度・22年度の変化結果も、その例外では
なく、第 2 次所得分配結果である可処分所得Ｍの
県全体の変化は、 １ 次分配Ｊの変化と同じ傾向を
もっている。
　次に、表 9 － 2 と図 ３ － 2 より、人口 １ 人当た
りの地域移転指標の変化を見る。山口県の人口は
一様に減少しているので、地域移転指標そのもの
の変化とその人口 １ 人当たり指標の変化につい
て、変化の様態（傾向）の違いは小さい。上述の
8 個の指標のうち、指標そのものと、その人口当
たり指標とを比べて、変化の傾向に違いが認めら
れるのは、「その他の経常移転支払」Ｌだけである。
すなわち、「その他の経常移転支払」そのものは、
平成13年度→17年度→22年度の経過につれて、減
少→減少であるが、その １ 人当たり指標では、減
少→増加である。これは平成17年度から22年度に
かけて、「その他の経常移転支払」そのものは減
少したけれども、その減少は僅かであり、これに
対して、人口の減少が大幅であったためである。
　さらに、表 9 － ３ と図 ３ － ３ より、県内総生産
当たりの地域移転指標の変化を見る。これは、人
口とは違って、県内総生産の動向は大きくて変化
に富むものであるので、県内総生産当たりの各指
標の変化は、地域移転指標そのものの変化とかな
り異なる。すなわち、増減の傾向性の違いに限っ
てみても、 8 指標のうち、 ３ 指標では傾向性が異
なる。平成13年度→17年度→22年度において、県
民純付加価値受取Gは増加→減少であるが、その
総生産当たり指標は減少→減少である。また、「そ
の他の経常移転支払」Lは減少→減少であるが、
その総生産当たり指標は減少→増加である。県民
純可処分所得Mは増加→減少であるが、その総生
産当たり指標は減少→変化なしである。



 9 

地域経済研究　第25号　2014

　最期に、表10及び図 4 より、地域移転指標相互
の間の比率の変化を見る。これは、既に上で見た
指標そのものの相対的な変化を見るものである
が、中でも重要ものは、「その他の経常移転支払」
における県外の比率（K＊／ K）、県民純可処分所
得の県民純付加価値受取に対する比率M ／ G、
県民純可処分所得の県民第 １ 次純所得受取M／J、
である。まず、K＊／ Kについては、平成13年度
→17年度→22年度の間に、いったんは少し下落す
るが、その後は大きく上昇する。M ／ Gについ
ては、一様に上昇しており、M ／ Jはいったんは
低下するが，その後は上昇している。とりわけ、
県全体で見るときは、県外からの移転の動向、こ
の場合はK＊／ Kであるが、それが上昇傾向にあ
る点が注目に値する。

6 ．おわりに

　以上のように、本稿の目的は、地域会計の １ つ
のタイプについて、その中で、経済主体間の移転
関係を陽表的に表す地域移転会計を作成し、いく
つかの地域について移転会計から見た地域特性を
示すことであったが、ほぼその目的を達成できた
ものと思われる。ただし、これを適用した地域は
限られており、さらに多数の地域に適用すること
がまず求められる。地域会計行列についても、そ
れから作成される地域移転会計行列についても、
更に改善する余地は十分あり、詳しく掘り下げ、
発展させる余地は残されている。その第 １ は、他
地域との間の移転関係を、一括して「地域外」と
するのではなく、更に詳しく地域分けして取り入
れることである。これは、容易なことではないが、
それが可能となれば、その用途は更に飛躍的に大
きく広がる。第 2 に、移転について、項目を更に
細分して、細かな分析を可能とすることである。
第 ３ に、他の循環モデルとの接合である。これに
は、国際連合の「環境・経済統合勘定」、グリー
ンGDP等の「マクロ環境会計」、企業の内部の意
思決定及び外部への情報公開を目的にした「ミク
ロ環境会計」、さらに、種々のタイプの社会会計
行列（Social Accounting Matrix）などがある。
また、世代会計の考え方も参考となる。いずれに
せよ、これらは今後の課題である。

（2014.02.11）
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図2－1　　地域移転会計行列の諸所得指標の間の比率（平成22年度）

図2－2　　1人当たり地域移転会計行列指標（平成22年度）

図2－3　　県内総生産当たり地域移転会計行列指標（平成22年度）
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図3－1　　地域移転指標（折れ線：H13年度＝1）山口県

図3－2　　1人当たり地域移転指標（折れ線：H13年度＝1）山口県

図3－3　　県内総生産当たり地域移転指標（折れ線：H13年度＝1）山口県
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図4　　地域移転会計行列指標の間の比率（折れ線：H13年度＝1）山口県
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表１　　勘定項目の分類と表側及び表頭の含意
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表3－2　平成22年度地域移転会計行列（山口県）
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表4－2　平成22年度地域移転会計行列（広島県）
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表5－2　平成22年度地域移転会計行列（兵庫県）



 22 

表6－1　地域移転指標の間の比率（平成22年度）

表6－2　１人当たりの地域移転指標（平成22年度）

表6－3　県内総生産当たりの地域移転指標（平成22年度）
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表
7－
1　
平
成
13
年
度
県
地
域
移
転
会
計
行
列（
RT
AM
）　
（
山
口
県
）
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表7－2　平成13年度地域移転会計行列指標（山口県）
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表
8－
1　
平
成
17
年
度
地
域
移
転
会
計
行
列（
RT
Ａ
Ｍ
）　
（
山
口
県
）
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表
8－
2　
平
成
17
年
度
地
域
移
転
会
計
行
列
指
標
　
　
　
　
　（
山
口
県
）
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表9－2　１人当たりの地域移転指標（山口県）　　

表9－1　地域移転指標（山口県）

表9－3　県内総生産当たりの地域移転指標（山口県）　　　　　　

表10　地域移転指標の間の比率（山口県）
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付表　地域会計行列（RAM）平成22年度山口県

X

K  その他の
経常移転受取

仮設部門
（輸入品に
課される税・
関税+（控除）
総資本形成に
係る消費税+
帰属利子）
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X

K  その他の
経常移転受取

仮設部門
（輸入品に
課される税・
関税+（控除）
総資本形成に
係る消費税+
帰属利子）
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